
社会福祉法に基づく計算書類等
作成にあたっての留意点について

長岡市福祉保健部福祉総務課



・ 社会福祉法第59条及び同法施行規則第９条の規定により、
社会福祉法人は、毎会計年度終了後三月以内に法に定めら
れた書類を所轄庁に届け出ることとされています。

・ 指導監査を実施した結果を受けて、計算書類等の作成にあ

たり「特に留意していただきたいポイント」をまとめま
したので、ご参考にしていただけると幸いです。



計算書類に整合性がとれているか

資金収支計算書と貸借対照表

◆ 資金収支計算書の当期末支払資金残高（①資金収支計算書の紫マーカー部分）と
貸借対照表の当期末支払資金残高【流動資産と流動負債の差額。ただし以下のものは除く】
（③貸借対照表の紫マーカー部分）は一致しているか。

・ １年基準により固定資産（負債）から流動資産（負債）に振り替えられたもの

・ 引当金

・ 棚卸資産（貯蔵品を除く）

事業活動計算書と貸借対照表

◆ 事業活動計算書の次期繰越活動増減差額（②事業活動計算書の黄マーカー部分）と
貸借対照表の次期繰越活動増減差額（③貸借対照表の黄マーカー部分）は一致しているか。

また、事業活動計算書の当期活動増減差額（②事業活動計算書の緑マーカー部分）と
貸借対照表の「うち（当期活動増減差額）」 （③貸借対照表の緑マーカー部分）は一致しているか。

貸借対照表と財産目録

◆ 貸借対照表の純資産の部（③貸借対照表の青マーカー部分）と財産目録の差引純資産
（④財産目録の青マーカー部分）は一致しているか。
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